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令和５年度 京都市国民健康保険特定保健指導実施事業者指定基準 

 

 

１ 業務概要 

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣 

病予防に関する特定保健指導を実施する。 

   

２ 実施形態 

京都市保健福祉局生活福祉部保険年金課（以下「保険年金課」という。）が作成する「特定保健指

導対象者名簿」に基づき、平日及び土・日・祝日（午前９時から午後１０時まで）において、特定保

健指導を実施する。 

  

３ 実施時期 

（１） 受付期間 

   令和５年６月１日（木）から令和５年度特定健康診査に基づき最終発行する特定保健指導利用

券の有効期限（発行から３箇月）まで 

（２） 特定保健指導実施期間 

     令和５年６月１日（木）から受付期間内に受け付けた特定保健指導終了日まで（途中終了を含

む。） 

 

４ 実施体制 

（１） 社会保険診療報酬支払基金へ特定保健指導機関の登録を行うこと。 

（２） 以下の関係法令等を遵守すること。 

○ 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準 

（平成１９年１２月２８日厚生労働省令第１５７号） 

○ 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の施行について 

 （平成２０年１月１７日厚生労働省保険局長通知） 

○特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の一部改正について 

 （平成２０年１１月１８日厚生労働省保険局通知） 

 （平成２５年３月２９日厚生労働省保険局通知） 

 （平成２９年８月１日厚生労働省保険局通知） 

 （令和３年２月５日厚生労働省保険局通知） 

○ 特定健康診査の外部委託に関する基準及び特定保健指導の外部委託に関する基準 

（平成２５年３月２９日厚生労働省告示第９２号、第９３号） 

○ 標準的な健診・保健指導プログラム【平成３０年度版】 

 （平成３０年２月厚生労働省健康局） 

別紙１ 



 

 

○ 特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第３．２版） 

 （令和３年２月厚生労働省保険局） 

 

（３） 特定保健指導データ 

ア 特定保健指導データは、電子データファイルを作成し代行機関（京都府国民健康保険団体連合

会）を経由し、保険年金課へ送付すること。 

※「令和２年度以降における特定健康診査及び特定保健指導の実施並びに健診実施機関等により

作成された記録の取扱いについて」（令和２年３月３１日厚生労働省保険局長通知）に基づく電

子データとして作成すること。 

イ 特定保健指導（積極的支援の途中終了分を除く。）の請求は、代行機関（京都府国民健康保険団 

体連合会）に対し行うこと。 

特定保健指導の積極的支援における途中終了分については、「特定保健指導途中終了者確定報告

書」「支払代行依頼書」及び保健指導結果が分かる書類を保険年金課に送付すること。また、支払

代行依頼は途中終了確定日の翌々月１～５日までに行うこと（指導結果の電子データ化は行わな

い。）。 

ウ 高齢者の医療の確保に関する法律第３０条に規定する個人情報の保護を徹底すること。  

 

５ 実施場所 

（１） 実施会場は、京都市内及び周辺に事業者が用意すること。 

（２） 実施会場は、利用者にとって利便性のよい場所を安定的に確保すること。 

（３） 実施会場は、地図や会場の掲示などでわかりやすく案内すること。 

（４） 面接は、個室など対象者のプライバシーが保たれる場所で実施すること。 

（５） 初回面接、継続的支援の面接、グループ指導は、同一施設で行うことを基本とする。 

実施会場が変更となった場合には、ただちに保険年金課に報告をするとともに、利用者に対 

して書面による変更の連絡を行うこと。また、荒天などのため実施が困難な場合には、代替方法 

を決定し、利用者への連絡、会場への中止の旨の掲示を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

６ 業務内容 

（１） 特定保健指導の内容及び対象 

 

（２） 保険年金課から郵送で特定保健指導実施対象者名簿を受領した後は、速やかに対象者に電話連    

   絡を行い、特定保健指導日時、場所等を調整すること。 

（３） 保険年金課は特定保健指導対象者に対し特定保健指導利用券の交付を行うが、利用券交付前に 

   おいても、健診結果に基づき特定保健指導を開始できることとする。 

利用券の有効期限内に初回面接を実施すること。 

面接時には必ず保険証を確認し、京都市国民健康保険の被保険者であることを確認すること。 

（４）  特定健診受診票等の記載内容に基づき、生活スタイル及び行動変容ステージ（準備状態）等を 

把握する。また、支援計画を作成するための分析を行い、初回面接支援の準備を行うこと。 

（５） 特定健康診査の結果や生活状況の分析を踏まえ、対象者が選択した具体的で実践可能な行動目

標・行動計画を対象者が継続できるように、必要な介入・支援等を記載した支援計画を作成するこ

と。なお、支援計画は「標準的な健診・保健指導プログラム【平成３０年度版】」（以下「プログラ

ム（平成３０年度版）」という。）と同程度の内容とすること。 

（６） 特定保健指導に使用する支援教材、学習教材等の作成を行うこと。 

（７） 対象者個々について、特定保健指導支援計画及び実績報告書（評価書含む。）を作成・提出する 

こと。なお、特定保健指導支援計画及び実績報告書は、「プログラム（平成３０年度版）」及び「特

定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第３．２版）」に示された様式例の記載

項目とする。なお、個人記録については、電子データが望ましいが、紙での記録・保管でも可能と

する。 

（８） 特定保健指導を中断した者に対して利用勧奨を実施すること。 

（９） 特定保健指導の実施予定日に利用がなく、代替日も欠席する等の状態で、最終利用日から未利用

のまま２箇月を経過した時点で、京都市及び利用者に脱落者として設定する旨（脱落設定）を通知

すること。脱落設定の通知後２週間以内に利用者から再開依頼がない限り、自動的に脱落・終了と

確定し、保険年金課に（必要な場合は利用者へも）確定した旨を通知すること。 

    なお、継続的な支援後、評価に至らないことを確定させる場合は、３回以上の確認作業を要する

こととする。 

  継続的な支援の途中で脱落となった場合は、京都市は委託事業者に、継続的な支援に相当する委

 対象 内容 

積極的 

支援 

特定健康診査の結果、 

積極的支援対象と判 

定された者 

「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」第７

条第１項及び第８条第１項 

（平成１９年１２月２８日 厚生労働省令第１５７号） 

（令和３年２月５日改正 厚生労働省令第２６号） 

「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第７条

第１項及び第８条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る特定保健指導の実施方法」第１及び第２ 

（平成２５年３月２９日 厚生労働省告示第９１号） 

（平成２９年８月１日改正 厚生労働省告示第２６７号） 

動機 

付け 

支援 

特定健康診査の結果、 

動機付け支援対象と判

定された者 



 

 

託料を実施ポイントに応じて按分した額（１円未満四捨五入）を支払うこととする。 

継続的な支援終了後、計画の実績評価に至らず途中脱落となった場合は、京都市は委託事業者に、

継続的な支援に相当する委託料を支払うこととする。 

(10)  特定保健指導の期間中に、利用者が被保険者資格を喪失した場合は、その時点で利用停止とする 

こと。 

(11)  初回面接実施状況及び特定保健指導途中終了者について、月 1 回保険年金課に報告すること。 

 (12)  支払い条件は別表のとおりとする。 

(13)  利用者からの問い合わせに対応すること。 

(14)  利用者からの苦情及び保健指導利用中の事故が発生した場合には、速やかに報告するとともに、 

  苦情又は事故内容及び苦情又は事故再発防止策について記録を作成し提出すること。 

(15)  特定保健指導の実施に係る打ち合わせ等に参加すること。 

 

 

 

 

別表（支払い条件） 

 

区   分 支払条件 

特 

定 

保 
健 

指 

導 

積極的 

支 援 

１回目 初回面接 初回面接終了後（4/10） 

２回目 

継続的な支援、評価 評価終了後（5/10＋1/10） 

継続的な支援 

（継続的な支援の途中で脱

落又は停止した場合） 

途中脱落又は利用停止確定後

（5/10 を実施ポイント /契約  

ポイントで按分した額を１円未

満四捨五入） 

継続的な支援 

（継続的な支援終了後に脱

落又は停止した場合） 

途中脱落又は利用停止確定後

（5/10） 

動機付け

支 援 

1 回目 初回面接 初回面接終了後（8/10） 

 2 回目 評価 評価終了後  （2/10） 

特定保健指導の費用については、積極的支援３７，５００円、動機付け支援１２，８８０円、 

を超えない範囲において、京都市国民健康保険が負担することとする。 


